
実習機構 HP 母国語相談(仮訳) （これは愛労連が暫定的に作成したものです） 

母国語相談      -〇〇語 

母国語での相談 

○こんなことを相談したい 

・日本での生活 

・技術研修のことなど 

技能実習生のみなさんの母国の言葉でけっこうです。 

ご不明な点がございましたら、電話、E メールまたは手紙でご連絡ください。 

○技能実習で問題が発生した場合は、当方までご連絡ください。 

例えば... 

・残業代が正しく支払われていない 

・暴力をふるわれた 

・仕事の内容が契約と違う 

・パスポートを預けるように言われた 

・自由に寮から外出できない、外泊を禁止された。 

○実習実施者や監理団体が技能実習法令に違反していることを、外国人技能実習機構に「申

告」（告発）することもできます。 

母国語相談窓口からの相談と申告（告発） 

メールでの相談と申告は毎日 24 時間いつでも受け付けます。 

相談日(※下記)（11：00〜19：00）に電子メールを受信した場合、返信を必要とする相談は、電子メー

ルを受信した日から次の電話相談日に処理されます。回答は翌日以降になります。相談の内容に応じ

て、時間がかかる場合があります。 

初めてご利用の方 

2 回目以降の方 

利用案内を省略することができます。 

  



母国語相談サイト以外の相談方法： 

電話相談： 

相談日・電話番号は下記 

サービス時間（※下記）外に電話をする場合は、音声メッセージを残してください。返事を必要とする

事項については、コール後の次の相談日に対応します。 

日本の休日や祝日、年末年始休業日（12 月 29 日〜1 月 3 日）、サービス時間以外の日は電話にでられ

ません。 

 

手紙での相談： 

手紙を以下の住所に送ってください： 

技能実習機構 技能実習部 援助課、 

〒１０８-００２２ 

東京都港区海岸３－９－１５ 

ＬＯＯＰ－Ｘ３階 

あなたのプライバシーを保護するために、手紙の本文の中にあなたの連絡先と希望する連絡方法を明記

してください。 

 

 

 

 

  



※母国語相談窓口 

 



母国語相談初心者向け- 〇〇語 

初めての利用者向け 

母国語の相談サービス 
母国語相談は、技能実習生からの「申告」（告発）と「相談」を受付けます。 

「申告」(告発) 

申告について 

 技能実習生は、技能実習実施企業（かいしゃ）、監理団体（くみあい）、その他の関係者による

技能実習法違反を法務大臣または厚生労働大臣に「申告」することができます。 

 技能実習実施企業、監理団体、その他の関係者は、申告したことを理由に、技能実習生に対し

て技能実習の中止等の不利益な扱いをしてはならないとされています。 

 申告は委任状を提出した代理人を通じて行うこともできます。 

 あなたが母国語で申告したい時には、母国語相談サービスを利用することができます。 

「申告」要件 

1. あなたが技能実習生であることを明らかにするため、以下の情報を提示してください。 

（1）国籍 

（2）氏名 

（3）生年月日 

（4）性別 

2. 申告したい監理団体や実習実施者等の名称を明らかにしてください。 

3. （いつ、誰によって、どこで、どのように）に技能実習法に違反したかを明確に説明してくだ

さい。 

また、事実を客観的に証明する資料または証拠がある場合は、それらを準備してください。 

4. 申告を行う意思を明確にしてください。 

*あなたが申告したことを監理団体、実習機関、その他の関係者に知られたくない場合には、そのことを

私たちに知らせてください。 

申告書を受け付けた後の技能実習機構の対応について 

 申告の具体的な詳細について技能実習生にお聞きすることがあります。 



 技能実習機構は違反の疑われる監理団体、実習実施者または関係者を調査し、実習生がその結

果や詳細を知りたい場合にはお知らせします。 

申告の要件を満たしていない場合 

申告の要件を満たしていない場合でも、監理団体または技能実習実施者の法律違反に関する情報として

取り扱います。 

相談 

正式な「申告」以外にも、下記のようなことについて相談を受け付けます。 

 仕事や日常生活についての心配事について。 

 宗教、食事、習慣、または考え方を理解できないことなどついてのアドバイス。 

 技能実習の現場での説明がわからないことがある。またはライフスタイルや考え方の違いによ

って問題がおきている。 

 実習実施者の事情により技能実習の継続が困難・不可能になったが、監理団体が新たな実習先

を確保しようとしていない。 

 第３号技能実習に進むに当たりこれまでの実習先を変更したいと考えているが、監理団体が新し

い実習先を探してくれない。 

 技能実習制度についてわからないことがある 

 日本の法律や様々な制度について相談する相手がわからない 

戻る 確認済み 

  



利用規約-〇〇語 

利用規約 

ユーザーは以下の規則を遵守しなければなりません。 

これらの利用規約（以下「規約」といいます）は、技能実習機構（以下、「機構」）が、このウェブサイトを通じて技

能実習生へのサポートを提供する際の利用条件を定義します。私たちは、これらの規約に従ってウェブサイトを

使用するようにユーザーに依頼します。 

 

第１条（適用） 

本規約は、利用者と機構との間の本サイトの利用に関わる一切の関係に適用されるものとします。 

第２条（利用者登録） 

１.登録希望者が機構の定める方法によって利用者登録を申請し、機構がこれを承認することによって、利用者

登録が完了するものとします。 

２.機構は、利用者登録の申請者に以下の事由があると判断した場合、利用者登録の申請を承認しないことがあ

り、その理由については一切の開示義務を負わないものとします。  

（１）利用者登録の申請に際して虚偽の事項を届け出た場合 

（２）本規約に違反したことがある者からの申請である場合 

（３）その他、機構が利用者登録を相当でないと判断した場合 

第３条（利用者 IDの管理） 

１.利用者は、自己の責任において、本サイトの利用者 IDを管理するものとします。 

２.利用者は、いかなる場合にも、利用者 IDを第三者に譲渡または貸与することはできません。機構は、入力さ

れた利用者 IDが登録情報と一致してログインされた場合には、その利用者 IDを登録している利用者自身によ

る利用とみなします。 

第４条（禁止事項） 

利用者は、本サイトの利用にあたり、以下の行為をしてはなりません。 

（１）法令または公序良俗に違反する行為 

（２）犯罪行為に関連する行為 

（３）機構のサーバーまたはネットワークの機能を破壊したり、妨害したりする行為 

（４）機構のサイトの運営を妨害するおそれのある行為 

（５）他の利用者に関する個人情報等を収集または蓄積する行為 

（６）他の利用者に成りすます行為 

（７）機構のサイトに関連して、反社会的勢力に対して直接または間接に利益を供与する行為 

（８）その他、機構が不適切と判断する行為 

第５条（本サイトの提供の停止等） 

１.機構は、以下のいずれかの事由があると判断した場合、利用者に事前に通知することなく本サイトの全部ま

たは一部の提供を停止または中断することができるものとします。 

（１）機構ＨＰ又は本サイトに係るコンピュータシステムの保守点検または更新を行う場合 



（２）地震、落雷、火災、停電または天災などの不可抗力により、本サイトの提供が困難となった場合 

（３）コンピュータまたは通信回線等が事故により停止した場合 

（４）政府の政策等の変更により、本サイトを中止する必要が生じた場合 

（５）その他、機構が本サイトの提供が困難と判断した場合 

２.機構は、本サイトの提供の停止または中断により、利用者または第三者が被ったいかなる不利益または損害

について、理由を問わず一切の責任を負わないものとします。 

第６条（利用制限および登録抹消） 

１.機構は、以下の場合には、事前の通知なく、利用者に対して、本サイトの全部もしくは一部の利用を制限し、ま

たは利用者としての登録を抹消することができるものとします。  

（１）本規約のいずれかの条項に違反した場合 

（２）登録事項に虚偽の事実があることが判明した場合 

（３）その他、機構が本サイトの利用を適当でないと判断した場合 

２.機構は、本条に基づき機構が行った行為により利用者に生じた損害について、一切の責任を負いません。 

第７条（免責事項） 

１.機構の債務不履行責任は、機構の故意または重過失によらない場合には免責されるものとします。 

２.機構は、何らかの理由によって責任を負う場合にも、通常生じうる損害の範囲内においてのみ賠償の責任を

負うものとします。 

３.機構は、本サイトに関して、利用者と他の利用者または第三者との間において生じた取引、連絡または紛争

等について一切責任を負いません。 

第８条（サイト内容の変更等） 

機構は、利用者に通知することなく、本サイトの内容を変更しまたは本サイトの提供を中止することができるもの

とし、これによって利用者に生じた損害について一切の責任を負いません。 

第９条（利用規約の変更） 

機構は、必要と判断した場合には、利用者に通知することなくいつでも本規約を変更することができるものとしま

す。 

第１０条（通知または連絡） 

利用者と機構との間の通知または連絡は、機構の定める方法によって行うものとします。 

第１１条（権利義務の譲渡の禁止） 

利用者は、機構の書面による事前の承諾なく、利用契約上の地位または本規約に基づく権利もしくは義務を第

三者に譲渡し、または担保に供することはできません。 

第１２条（準拠法・裁判管轄） 

１.本規約の解釈にあたっては、日本法を準拠法とします。 

２.本サイトに関して紛争が生じた場合には、機構本部所在地を管轄する裁判所を専属的合意管轄とします。 

 

戻る 確認済み 

  



母国語の相談-〇〇語 

入力時の注意点 

「申告」の場合 

 匿名での申告はできません。あなたの氏名、性別、国籍または出身地、生年月日、技能実習

の詳細を必ず入力してください。 

 他の項目は必須ではありませんが、事実を確認できるようにできるだけ入力してください。 

「申告」以外の相談の場合 

 相談は匿名で行うことができます。そのような場合は、必ず「匿名」ボックスを選択してく

ださい。 

代理人の方が申告・相談する場合 

 匿名で問題を処理することはできませんので、必要な項目を入力してください。 

*委任状の書簡が必要です。委任状の原本を下の住所に送付してください。 

 

技能実習機構 技能実習部 援助課、 

〒１０８-００２２ 

東京都港区海岸３－９－１５ ＬＯＯＰ－Ｘ３階 

  



下のリストから項目を選択してください（該当するすべての項目を選択してください） 

技能実習制度に関すること 

その他の制度に関すること 

不適切な管理 

賃金・時間外労働等の労働条件 

職種の相違 

違約金・賠償金 

途中帰国、強制帰国について 

母国の送り出し機関に関すること 

社会保険（健康保険・年金）と労働保険（労働災害・雇用保険） 

実習先変更に関すること 

日常生活に関するアドバイス 

健康問題 

人間関係の問題 

その他  

至急相談したい（暴力や虐待などがある場合は、このボックスを選択してください）。 

 

申告する 

相談する 

トップページに戻る 

  



母国語の申告-〇〇語 

誰を訴えますか？（該当するすべての項目を選択してください） 

 技能実習実施者（かいしゃ） 

 技能実習実施者の役員または従業員 

 監理団体 

 監理団体の役員または従業員 

 その他 

 

報告日[年/月/日] 〜[年/月/日]  

場所（該当するすべての項目を選択） 

 技術実施場所 

 その他の場所 

 

その問題を法務大臣または厚生労働大臣に「申告」したいですか（再確認） 

  はい 

  いいえ 

引き続き情報提供等への協力をしますか 

  はい 

  いいえ 

あなたが「申告」した事/相談した事を監理団体、実習実施者（かいしゃ）、その他に秘密にして

ほしいですか？ 

  はい（秘密にしておきます） 

  いいえ（秘密にする必要はありません） 

結果の報告が必要ですか？ 

  はい 

  いいえ 

法律違反などを客観的に証明する資料はありますか？ 



  はい 

  いいえ 

今後あなたに連絡する方法 

 

法律違反を客観的に証明している資料の詳細 

 

  



技能実習生の情報 

氏名(母国語） 

 

名前（ローマ字） 

 

あなたの名前を秘密にする必要/不要 

  はい 

  いいえ 

年齢 

 

性別 

 男性 

  女性 

国籍/地域 

 

生年月日（西暦年）[年/月/日] 

 

在留カード番号 

 

日本への入国日（西暦）[年/月/日] 

 

在留期限[年/月/日] 

 

技能実習資格（ 号 イまたはロ） 



       ---
 

技能実習の内容（在留カード記載） 

 

住所 

 

電話番号 

 

電子メールアドレス 

 

  



技能実習実施者（会社）の情報 

会社名 

 

会社住所 

 

就業場所 

実際に仕事をしている場所（工場・営業所など）の名前 

 

住所 

 

 

監理団体（くみあい）の情報 

監理団体の名前 

 

住所 

 

代理人の情報 

代理人の名前(母国語) 

 

代理人の名前（ローマ字） 

 



電話番号 

 

電子メールアドレス 

 

住所 

 

相談者との関係 

 

その他の情報 

送り出し機関の名称 

 

技能実習法に関する問題 

 

入管法に関する問題 

 

労働法に関する問題 

 

その他 

 

相談の具体的な内容 

具体的に「いつ、どこで、誰に、誰に、何を、なぜ、どのように」説明する相談の詳細を書き留め

てください。 



 

確認済み 

戻る 

 

 

 

 

  



 

 


